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ファイレメCD1号の特徴
　「ファイレメCD1号」のカドミウム吸収能力は、
日本の食用品種の約10倍で、「ジャルジャン」や
「長香穀」と同等です（図1）。脱粒性は、コシヒカ
リと同じ程度まで改善しました。そして草丈が
「ジャルジャン」と比較して短くなったことにより、
収穫期の倒伏が軽減されました。
　カドミウム高吸収イネは、高濃度のカドミウム
が含まれており食用には適さないため、食用品
種との識別性も重要です。「ファイレメCD1号」の
草姿は、「コシヒカリ」よりも背が高く、また玄米も
長粒の赤米であるため、栽培中も、収穫後も目で
見てはっきり区別がつきます（図2、図3）。

今後の展望
　農業環境技術研究所では、カドミウムで汚染さ
れた水田で栽培してもカドミウムをほとんど吸収

しないイネ品種「コシヒカリ環1号」を育成し、
2015年5月に品種登録されました。今後、この
「コシヒカリ環1号」の普及や育種利用がイネの
カドミウム吸収抑制技術として最も有効であると
考えられます。一方、カドミウム高吸収イネを用
いた汚染水田の浄化技術は、土壌のカドミウム
濃度を低くすることができるため、コメだけでは
なく、田畑輪換や二毛作地域におけるコムギや
ダイズなど他の作物中のカドミウム濃度も低減
可能です。また、「ファイレメCD1号」は脱粒性や
倒伏性が改善されたことで、日本の稲作で通常
使用する機械が使用でき、効率的な浄化が期待
できます。現在、国内の複数地区の農家水田を
使った実用性試験を、平成28年度までの予定で
実施中です。

カドミウム汚染水田を浄化するイネ

食品中のヒ素の形態について
　ヒ素（As）は、土壌や海水など、自然界に広く分布し
ている元素で、食品にも微量のヒ素化合物が含まれて
います。食品に含まれる主要なヒ素化合物を図1に示
します。これらのうち、無機ヒ素化合物である「亜ヒ酸」
と「ヒ酸」は、アルセノベタインなどの有機ヒ素化合物
と比べて毒性が強いとされています。
　ヒ素による健康への悪影響の可能性について、国
際連合の食糧農業機関（FAO）および世界保健機関
（WHO）が設置しているFAO/WHO合同食品添加物
部会（JECFA）や、内閣府食品安全委員会が評価を
行っています。JECFAは、無機ヒ素を食品や飲料水か
ら多量に長期間摂取し続けると、肺等のがんの発症
率が上昇すると評価しました。また、食品安全委員会
は、わが国において特段の措置が必要な程度とは考
えていないとしつつ、食品中のヒ素の汚染実態を把握
するための調査や、ヒ素のリスクを低減させるための
研究によりいっそう取り組むよう関係省庁に要請して
います。

食品中のヒ素濃度
　平成16～18年度に農林水産省が調査した農産物
中のヒ素濃度のデータによると、玄米の総ヒ素濃度の
平均値は0.17mg/kgであり、他の農産物より1桁以上
高い値でした。同省の平成24年度の調査では、米に
含まれるヒ素の大部分は無機ヒ素（亜ヒ酸とヒ酸）で
あり、玄米と精米の無機ヒ素濃度の平均値は、それぞ
れ0.21mg/kg、0.12mg/kgでした。玄米を精米にする
と無機ヒ素濃度は大きく下がりますが、それでも他の
農産物より高い水準にあります。一方、魚介類もヒ素
化合物を含みますが、主に含まれるのは有機ヒ素化
合物です。食品からの無機ヒ素の摂取においては米
の寄与が大きいため、米のヒ素濃度を下げれば、無機
ヒ素の摂取量を低減できます。
　食品の国際基準を策定しているコーデックス委員
会は、平成26年7月に、精米に含まれる無機ヒ素の最
大基準値を0.2mg/kgと設定しました。この値は、国際
的な基準値設定の考え方に従い、基準値を設定する
ことによる健康リスクの低減効果を考慮した上で、合
理的に達成可能でできるだけ低い値として決められ
ました。玄米についても無機ヒ素の最大基準値を設定
する方向で検討しています。また、米のヒ素による汚染
防止と濃度低減のための実施規範の検討も始まって
います。これらの情勢を受け、水稲のヒ素吸収を抑制
し、米の無機ヒ素濃度を下げるための技術開発が求
められています。

米のヒ素濃度を下げるには…
　米の総ヒ素濃度が他の農作物より高くな
るのは、水田に水を張る（湛水）栽培と関係
しています。湛水すると土壌への酸素の供給
が遮断されるため、土壌中の酸素がなくなり
ます。そうすると、土壌に保持されていたヒ素
の一部が亜ヒ酸の形態に変化し、土壌中の
水（土壌溶液）に溶け出します。これを水稲
が吸収すると米のヒ素濃度が高まります。

研究トピックス

水稲のヒ素吸収を減らす
ーその背景と基本的方策ー

土壌環境研究領域長　 川崎　晃

図1　食品に含まれる主要なヒ素化合物

図2　カドミウム汚染水田を浄化するイネ「ファイレメCD1号」（水田での草姿）

図3　もみと玄米の外観
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実際に土壌溶液の総ヒ素濃度を測定すると、中干し
（水田の水を落とし、土壌を乾燥させる期間）後湛水し
た田では、土壌溶液中の総ヒ素濃度が増加しました
が、中干し後間断灌漑（水がなくなってしばらくしたら
水を入れる方式）した田では、土壌溶液中の総ヒ素濃
度の上昇が抑制されていました（図2左）。しかし、間
断灌漑には困った側面があります。土壌にカドミウム
が多く含まれている場合、間断灌漑を行い、水のない
期間が長く続くと、土壌溶液中のカドミウム濃度が上
昇し（図2右）、水稲のカドミウム吸収量が増加するの
です。土壌中のカドミウムは、湛水状態では硫化カドミ
ウムの形態で存在するため、土壌溶液にはほとんど溶
けませんが、水を落とすと形態が変化し、土壌溶液に
溶け出すためです。このように、米のヒ素濃度を下げ
るための方策を考えるにあたり、カドミウムの吸収も
増加させないという視点が大切になります。

濃度低減にむけて3つのアプローチ
　さて、農業環境技術研究所では、水稲のヒ素吸収を
抑制し、カドミウムの吸収も増大させないという困難
な問題を解決するため、（1）ヒ素吸収抑制資材を用い
る方法、（2）土壌溶液中の総ヒ素濃度とカドミウム濃
度の両方を低い状態に保つ方法、（3）水稲の新品種
を利用する方法、の3つの観点から研究を進めてい
ます。
　（1）のヒ素吸収抑制資材を用いる方法については、
鉄を含む資材とケイ酸を含む資材を中心に検討して

います。ゼロ価鉄（鉄粉）、スラグ（含鉄資材）、ポリシリ
カ鉄（浄水場で使われている凝集剤）などで水稲のヒ
素吸収抑制効果が認められており、その効果の持続
性についても現在確認しているところです。（2）の土
壌溶液中の総ヒ素濃度とカドミウム濃度の両方を低
い状態に保つ方法については、湛水と落水を規則的
に交互に行うことを検討しています。湛水期間は、土
壌溶液中のカドミウム濃度が下がりヒ素濃度があまり
上昇しない期間、落水期間は、土壌溶液中のヒ素濃度
が下がりカドミウム濃度があまり上昇しない期間とな
るように厳密に制御することで、ヒ素とカドミウム両方
の吸収を抑えます。雨水の影響など人為的に制御で
きない部分もありますが、現場ですぐに実践できると
いう利点があります。（3）の水稲の新品種を利用する
方法については、ヒ素を吸収しにくい品種の開発に取
り組んでいます。また、カドミウムをほとんど吸収しな
い新品種「コシヒカリ環1号」（品種登録済み）を用い
て、ヒ素の吸収抑制栽培を行う方法を検討しています。
　これらの研究は、農林水産省委託プロジェクト研究
「食品の安全性と動物衛生の向上のためのプロジェク
ト」において、国立研究開発法人農業・食品産業技術
総合研究機構（農研機構）および県の農業関係試験
研究機関の協力を得て実施しています。現場で使える
技術を念頭に、より効果的なヒ素低減技術の開発を
目指します。

水稲のヒ素吸収を減らす
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図2　水管理の違いが土壌溶液中の総ヒ素濃度とカドミウム濃度に及ぼす影響
（湛水管理：水を張った状態を保つ、間断灌漑：水がなくなったら入れるを繰り返す、
中干し：田面水を排水し土壌を乾燥させる）
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アジアの作物生産と水資源問題のための の活用
　アジアでは急激な人口増加に伴う食糧増産と土壌・水資

源保全が喫緊の課題となっています。このワークショップは、

作物生産予測や土壌・水資源管理シナリオ策定などに世界

中で広く使用されている水・物質動態予測モデルSWAT

（Soil and Water Assessment Tool）のアジア地域への適用

を進め、アジアの食糧問題や環境問題の解決に活用するた

め、2015年10月20日から4日間つくば農林ホールで開催し

ました。第4回国際SWATアジア会議とも位置づけたワーク

ショップには、アジアからの一般参加が多くあり、12か国（マ

レーシア、中国、ベトナム、インド、フィリピン、米国、インドネ

シア、カナダ、ドイツ、エジプト、チュニジア、日本）から82名

が参加しました。議論の中心は、SWATを水田流域に適用す

るための改良やモンスーンアジア地域の農業実態に即した

SWATの活用などでしたが、SWAT以外のモデルや流域モ

ニタリング等の講演もあり、SWAT研究者と非SWAT研究者

との間で、有意義な議論が行われました。最終日には、霞ヶ

浦流域内のエクスカーションを行い、海外の研究者に霞ヶ

浦流域の農業、水質問題を理解していただく良い機会とな

りました。

（物質循環研究領域　江口 定夫、阿部　薫）

イネの高温障害について 世界の研究者が集結

　近年の温暖化により、世界の高温稲作地域では、開花期

の高温による不稔や登熟期の高温による収量・品質低下と

いったイネの高温障害が発生しており、今後その激化が懸

念されています。しかし、高温障害に直接関与する穂のすぐ

周辺である水田群落「内」の微気象は従来観測対象としてき

た群落「上」とは異なるため、そのギャップが高温障害の発

生要因の解明や正確なリスク評価

を妨げていました。このような背景

から、農環研は2009年のMARCO

シンポジウムを契機として国際的

な耕地微気象観測ネットワーク

（MINCERnet）を組織し、アジアや

アフリカ等の10か国で水田群落内

の気温・湿度や高温障害の実態を

モニタリングしてきました。

　それから6年目となっ

た2015年11月24～26

日、農環研は国際農林水

産業研究センターとの共催でMARCOサテライトワークショ

ップ「国際的な耕地微気象観測網による気候変動下のイネ

高温障害リスク評価の革新」を開催しました。

　ワークショップでは、MINCERnetの国内外の研究協力者

が一堂に会し、世界のコメ生産地における水田熱環境と高

温障害について最新の成果が紹介されました。また、これま

での結果を総括するとともに、将来の適応策技術の開発や

今後懸念される高温と乾燥の複合ストレスなど新たな問題

の解決に向けたMINCERnetの研究方向について活発な議

論が行われました。

（大気環境研究領域　吉本 真由美）
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